
  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

                                                        

・特別委員会の検討事項           

 ①補助金等の整理合理化 

②自生の健全化 

③定員管理の適正化 

  

【特別委員会設置目的】     

行財政調査特別委員会は平成２１年１０月２３日に設置し、①健全財政を維持するた

め計画的な財政規模の縮小化を図る②補助金などの整理統合、事業の見直しを含めた削

減を図る③組織のスリム化を実施し、更なる定数管理の適正化を図る３項目を重点に調

査検討を重ね、課題を提言した。 
その一方で、効率化やスリム化を求めるあまり、行政施策遂行に歪が出ていないか検

証する必要はある。 
自治体が採用している官庁会計は現金主義・単式簿記で単年度主義であり、与えられ

た予算をその年度内にきちんと使ったかを議会に報告することである。	 

しかし、自治体の決算状況は、資産や負債の現状も正確に把握できないため、現在の

資産・負債状態がきちんと把握できるように、また費用対効果が明確になるように、官

庁会計に加え企業会計の手法を導入するという公会計改革が進められていることから、

住民サービスを主眼に、新公会計制度について調査・研究を進める。	 
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